
浜松市規則第５７号 

浜松市会計規則の一部を改正する規則 

 

 浜松市会計規則（昭和３９年浜松市規則第７号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（支出命令） （支出命令） 

第２１条 主管の長は、支出命令をしようと

するときは、次に掲げる事項を調査し、適

当と認めたときは、支出命令書又は支出負

担行為兼支出命令書（以下「支出命令書

等」という。）を会計管理者に送付しなけ

ればならない。 

第２１条 主管の長は、支出命令をしようと

するときは、次に掲げる事項を調査し、適

当と認めたときは、支出命令書又は支出負

担行為兼支出命令書（以下「支出命令書

等」という。）を会計管理者に送付しなけ

ればならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 年度、会計、科目、金額及び債主に誤

りのないこと。 

(2) 年度、会計、科目、金額及び債権者に

誤りのないこと。 

(3) 債主の債務履行が確認されたものであ

ること。 

(3) 債権者の債務履行が確認されたもので

あること。 

(4)～(7) （略）  (4)～(7) （略） 

２ 支出命令書等は、予算の節及び債主ごと

に作成しなければならない。ただし、支出

の目的及び支出科目が同一で複数の債主に

支出しようとするとき又は同一会計内の複

数の支出科目をもって同一の債主に支出し

ようとするときは、その合計額で支出命令

書等を作成することができる。 

２ 支出命令書等は、予算の節及び債権者ご

とに作成しなければならない。ただし、支

出の目的及び支出科目が同一で複数の債権

者に支出しようとするとき又は同一会計内

の複数の支出科目をもって同一の債権者に

支出しようとするときは、その合計額で支

出命令書等を作成することができる。 

３ 前項ただし書に規定する場合において

は、当該支出命令書等に債主又は支出科目

の内訳書を添付しなければならない。 

３ 前項ただし書に規定する場合において

は、当該支出命令書等に債権者又は支出科

目の内訳書を添付しなければならない。 

４ （略） ４ （略） 

５ 支出命令書等には、所属年度、支出科

目、支出命令額、支出事由、債主、支払方

法、履行確認日その他必要な事項を記載

し、会計年度による一連番号を支出命令番

５ 支出命令書等には、所属年度、支出科

目、支出命令額、支出事由、債権者、支払

方法、履行確認日その他必要な事項を記載

し、会計年度による一連番号を支出命令番



号として付さなければならない。 号として付さなければならない。 

６ （略） ６ （略） 

第２２条 支出命令書等には、次に掲げる事

項が記載された債主の請求書のほか、支出

負担行為書及びその添付書類並びにこれら

に係る債務履行の確認に必要な書類（当該

書類に記載すべき事項を記録した電磁的記

録を含む。以下「支出命令書等添付書類」

という。）を添付しなければならない。 

第２２条 支出命令書等には、次に掲げる事

項が記載された債権者の請求書のほか、支

出負担行為書及びその添付書類並びにこれ

らに係る債務履行の確認に必要な書類（当

該書類に記載すべき事項を記録した電磁的

記録を含む。以下「支出命令書等添付書

類」という。）を添付しなければならな

い。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

(3) 債主の住所又は所在地並びに氏名又は

名称及び代表者氏名 

(3) 債権者の住所又は所在地並びに氏名又

は名称及び代表者氏名 

 (4) （略）  (4) （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第３号の

所在地及び代表者氏名は、次に掲げる場合

は、省略させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第３号の

所在地及び代表者氏名は、次に掲げる場合

は、省略させることができる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 社会保険診療報酬支払基金又は国民健

康保険団体連合会が作成する請求書であ

る場合 

(2) 医療情報基盤・診療報酬審査支払機構

又は国民健康保険団体連合会が作成する

請求書である場合 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる

支出にあたっては、債主の請求書を省略す

ることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる

支出に当たっては、債権者の請求書を省略

することができる。 

 (1)～(12) （略）  (1)～(12) （略） 

４ 債主から口座振替による支払の申出があ

ったときは、振替先の金融機関名、口座の

預金種別、口座番号及び口座名義を明らか

にさせなければならない。 

４ 債権者から口座振替による支払の申出が

あったときは、振替先の金融機関名、口座

の預金種別、口座番号及び口座名義を明ら

かにさせなければならない。 

５ 債主から代理人に支払の請求及び支払金

の受領を委任する申出がなされたときは、

５ 債権者から代理人に支払の請求及び支払

金の受領を委任する申出がなされたとき



委任状を提出させなければならない。 は、委任状を提出させなければならない。 

（支出命令書等の審査） （支出命令書等の審査） 

第２２条の２ （略） 第２２条の２ （略） 

２ 会計管理者は、支出命令を受けた後にお

いて、その債権者の権利に差押命令、転付

命令、債権譲渡等の代理権の設定又は解除

がされたときは、その事実を証明する書類

を添付し、代理人又は債主に支出命令の執

行をしなければならない。ただし、履行期

限が到来するまでの間は、支払手続を一時

中止するものとする。 

２ 会計管理者は、支出命令を受けた後にお

いて、その債権者の権利に差押命令、転付

命令、債権譲渡等の代理権の設定又は解除

がされたときは、その事実を証明する書類

を添付し、代理人又は債権者に支出命令の

執行をしなければならない。ただし、履行

期限が到来するまでの間は、支払手続を一

時中止するものとする。 

３ （略） ３ （略） 

（支出の原則） （支出の原則） 

第２３条の２ 支出は、債務金額が確定し、

支払期が到来した後、正当な債主に対して

行わなければならない。ただし、資金前

渡、概算払又は前金払による場合は、この

限りでない。 

第２３条の２ 支出は、債務金額が確定し、

支払期が到来した後、正当な債権者に対し

て行わなければならない。ただし、資金前

渡、概算払又は前金払による場合は、この

限りでない。 

（支払の方法） （支払の方法） 

第２４条 会計管理者は、支払の決定をした

ときは、繰替払の場合を除き、債主に支払

の通知を送付し、小切手（第４号様式）を

振り出し、小切手整理簿に記録のうえ、こ

れと引換えに領収書を徴さなければならな

い。ただし、次の各号に定める場合は、当

該各号に定める書類をもって債主の領収書

に代えることができる。 

第２４条 会計管理者は、支払の決定をした

ときは、繰替払の場合を除き、債権者に支

払の通知を送付し、指定金融機関又は指定

代理金融機関に払戻請求書を送付し、債権

者が支払を受けたときは、領収書を徴さな

ければならない。ただし、次の各号に定め

る場合は、当該各号に定める書類をもって

債権者の領収書に代えることができる。 

(1) 隔地払又は口座振替による支払（次号

に規定する支払を除く。）の場合は、指

定金融機関又は指定代理金融機関の作成

した小切手受領書（第５号様式）及び口

座振替済報告書 

(1) 隔地払又は口座振替による支払（次号

に規定する支払を除く。）の場合は、指

定金融機関又は指定代理金融機関の作成

した口座振替済報告書（第４号様式） 



(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、債主に対する

支払の通知は、会計管理者が認めるものに

ついては、省略することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、債権者に対す

る支払の通知は、会計管理者が認めるもの

については、省略することができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、会計管理者

は、債主から現金による支払の申出がある

ときは、１件について３０万円を限度とし

て現金で支払うものとする。 

３ 会計管理者は、債権者から現金による支

払の申出があるときは、１件について３０

万円を限度として現金で支払うものとす

る。 

（事務）  （事務） 

第６１条 （略） 第６１条 （略） 

２ 指定金融機関及び指定代理金融機関は、

会計管理者の振り出した小切手によって債

権者に現金を支払わなければならない。 

２ 指定金融機関及び指定代理金融機関は、

会計管理者が指定金融機関又は指定代理金

融機関に送付した払戻請求書及び会計管理

者が債権者に交付した支払依頼書によって

債権者に現金を支払わなければならない。 

第６５条 指定金融機関及び指定代理金融機

関は、会計管理者の発した小切手によって

持参人に現金を支払わなければならない。 

第６５条 

２ 指定金融機関及び指定代理金融機関は、

前項の支払いをしたときは、会計管理者か

ら通知を受けた小切手振出済通知書（第７

号様式）に支払済印を押印しなければなら

ない。 

指定金融機関及び指定代理金融機関は、

第６１条第２項の支払をしたときは、会計

管理者が指定金融機関又は指定代理金融機

関に送付した支払依頼済通知書に支払済印

を押印しなければならない。 

第６６条 指定金融機関及び指定代理金融機

関は、会計管理者から口座振替依頼書（第

８号様式）に添えて口座振替の表示ある小

切手の交付を受けたときは、速やかに口座

振替依頼書の記載事項により所要の手続を

とるとともに小切手受領書及び口座振替済

報告書（第９号様式）を会計管理者に提出

しなければならない。 

第６６条 指定金融機関及び指定代理金融機

関は、会計管理者から口座振替依頼書（第

８号様式）及び払戻請求書の送付を受けた

ときは、速やかに口座振替依頼書の記載事

項により所要の手続をとるとともに口座振

替済報告書を会計管理者に提出しなければ

ならない。 

第６９条 指定金融機関及び指定代理金融機 第６９条 削除 



関は、会計管理者の振り出した小切手のう

ち、出納閉鎖期限までに支払を終わらない

ものの金額を会計管理者の発する公金振替

通知書により出納閉鎖期日に当年度の歳出

から振出し、これを歳出支払未済繰越金の

口座に振り替えなければならない。 

２ 指定金融機関及び指定代理金融機関は、

前項の手続をしたのち、前年度の小切手に

より支払をする場合は、歳出支払未済繰越

金の口座から払い出さなければならない。 

 

第７０条 指定金融機関等のうち市長が指定

する店舗が収納又は支払をしたときは、次

に定める方法により処理しなければならな

い。 

第７０条 指定金融機関等のうち市長が指定

する店舗が収納又は支払をしたときは、次

に定める方法により処理しなければならな

い。 

(1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

(3) 指定金融機関及び指定代理金融機関

は、第１号の規定により収納金の送付を

受けたときは、直ちに会計管理者名義の

預金口座に受入れの手続をしなければな

らない。自店で取扱った領収済通知書等

及び支払済となった小切手振出済通知書

は整理し、出納日計報告書（第１３号様

式）を添付し、翌々日会計管理者に提出

しなければならない。この場合におい

て、第１号後段の規定により指定代理金

融機関が収納金の送付を受けたときは、

出納日計報告書には収納代理金融機関の

分も合算して報告しなければならない。 

(3) 指定金融機関及び指定代理金融機関

は、第１号の規定により収納金の送付を

受けたときは、直ちに会計管理者名義の

預金口座に受入れの手続をしなければな

らない。自店で取扱った領収済通知書等

及び支払済となった支払依頼済通知書は

整理し、出納日計報告書（第１３号様

式）を添付し、翌々日会計管理者に提出

しなければならない。この場合におい

て、第１号後段の規定により指定代理金

融機関が収納金の送付を受けたときは、

出納日計報告書には収納代理金融機関の

分も合算して報告しなければならない。 

(4) （略） (4) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（帳簿） （帳簿） 

第９１条 会計管理者は、次の帳簿を備えな

ければならない。ただし、必要があるとき

第９１条 会計管理者は、次の帳簿を備えな

ければならない。ただし、必要があるとき



は、補助簿を設けることができる。 は、補助簿を設けることができる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 小切手整理簿  

(5)～(10) （略） (4)～(9) （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第４号様式及び第５号様式を次のように改める。 

第４号様式（第２４条・第６６条関係） 

口 座 振 替 済 報 告 書  

年 度           年度 会 計 別  

口 座 振 替
依頼書番号 

第        号  

  
  

金 額 円  

  
  

件 数 件 
 

 上記のとおり口座振替を完了しましたから報告します。 

       年  月  日 

  （あて先）浜松市会計管理者 

浜松市指定（代理）金融機関   印  

 

第５号様式 削除 

第７号様式を次のように改める。 

第７号様式 削除 

第８号様式中 

「       
 口 座 振 替

依頼書番号 
第        号 小切手番号 第        号 

 
を 

     」  

「       
 口 座 振 替

依頼書番号 
第        号  

  
に、 

     」  

「浜松市指定金融機関等」を「浜松市指定（代理）金融機関」に改める。 

第９号様式を次のように改める。 

第９号様式 削除 

 

   附 則 

１ この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 



２ 改正後の浜松市会計規則の規定は、この規則の施行の日以後の支払について適用し、

同日前の支払については、なお従前の例による。 

 

 

（あらまし） 

この規則は、小切手廃止に伴う支払手続に係る規定の整備及び社会保険診療報酬支払基

金法の一部改正により「社会保険診療報酬支払基金」が「医療情報基盤・診療報酬審査支

払機構」に改正されることに伴い、所要の整備を行うものです。 


